
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

岬町地域 
循環型社会形成推進地域計画 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

大阪府泉南郡岬町 
 
 

令和４年 12 月 23 日作成 

 
 
 

 

 

 



 

 もくじ  

 

１．地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

（１）対象地域 .......................................................  1 

（２）計画期間 .......................................................  1 

（３）基本的な方向 ...................................................  1 

（４）ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 .......................  1 

２．循環型社会形成推進のための現状と目標 

（１）一般廃棄物等の処理の現状 .......................................  2 

（２）生活排水処理の現状 .............................................  2 

（３）一般廃棄物等の処理の目標 .......................................  3 

（４）生活排水処理の目標 .............................................  4 

３．施策の内容 

（１）発生抑制、再使用の推進 .........................................  4 

（２）処理体制 .......................................................  5 

（３）処理施設等の整備 ................................................ 6 

（４）施設整備に関する計画支援事業 ....................................6 

（５）その他の施策 .................................................... 7 

４．計画のフォローアップと事後評価 

（１）計画のフォローアップ ............................................7 

（２）事後評価及び計画の見直し ........................................7 

 

様式１ 循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表１(令和 4年度) 

様式２ 循環型社会形成推進交付金事業実施計画総括表２(令和 4年度) 

 

参考資料様式２ 施設概要（エネルギー回収施設系） 

参考資料様式７ 施設概要（浄化槽系） 

参考資料様式８ 計画支援概要 

 

添付資料１ 対象地域図 

  添付資料２ 浄化槽関連区域図 

添付資料３ ごみ排出・処理状況のトレンドグラフ（現状と目標） 

添付資料４ 生活排水処理状況のトレンドグラフ（現状と目標） 

添付資料５ 現有施設の概要 

添付資料６ ごみの分別区分 

添付資料７ 生活系ごみにおける分別区分と処理方法（現状と目標） 

  添付資料８ 廃棄物処理施設が所在する地域のハザードマップ 

   



1 

１．地域の循環型社会形成を推進するための基本的な事項 

(１)対象地域 

構成市町村名 ： 大阪府泉南郡岬町 

面 積 ： 49.18ｋｍ2 

人 口 ： 14,836 人（令和 4年 9月 1日現在） 

 

(２)計画期間 

本計画は令和 5 年 4 月 1 日から令和 10 年 3 月 31 日までの 5 年間を計画期間とす

る。なお、目標の達成状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要な場合には計画を

見直すものとする。 

 

(３)基本的な方向 

本地域は大阪府の最南端に位置し、地形は東西 10km、南北 6km、面積 49.18k ㎡で、

東南部は和泉山脈で和歌山県と接しており全体の約 80％が山地である。また、西北部

は大阪湾に臨んで淡路島と相対し、府下でも珍しい自然海岸を形成している。気候は

四季を通じて温和で雨量の少ない瀬戸内気候区に属し、豊かな自然に恵まれている。 

本地域のごみ処理の現状は表１に示すとおりに行っており、ごみ減量・分別・再資

源化に向けた取り組みや環境への負荷が低減された持続可能な社会を目指した取り組

みを進めていくとともに、岬町美化センター（焼却施設）の基幹的改良事業を実施す

ることにより、施設の長寿命化と二酸化炭素排出量の削減を進めていく。 

また、家庭からの生活排水が公共用水域に与える影響を少なくするため、集合処理

施設の整備に適さない地域においては、合併処理浄化槽の整備を進めていく。 

 

表１ 本地域のごみ処理状況一覧 

 
 

(４)ごみ処理の広域化・施設の集約化の検討状況 

周辺自治体では一部事務組合方式が進んでいる。本地域では、広域処理方式への参

画を考慮しつつ、当分の間、現有施設に定期的な延命対策を講じ、処理能力の維持及

び適切な運営管理を図っていく。 

 

(５) プラスチック資源の分別収集及び再商品化に係る実施内容 

本町では従来よりプラスチック製容器包装の分別収集を行い、資源化している。 

製品プラスチックについては、令和元年 5月 27 日に発出した「岬町プラスチックご

みゼロ宣言」に従い、マイボトル・マイバッグの活用、ごみの分別の徹底、4R（発生

抑制、再使用、再利用、発生回避）の推進などプラスチックごみゼロに向けた取組を

進めているところである。ごみとして排出する場合は可燃ごみとして焼却処理を継続

するが、今後コストや環境影響等の情報収集を行い、財政状況等を踏まえながら分別

収集・再商品化の実施方法や実施時期について検討を行う。 

ごみ種類 処理施設等 処理方法

可燃ごみ 岬町美化センター 焼却→埋立

小型不燃ごみ 資源化委託 破砕・選別→焼却・資源化・埋立

粗大・不燃ごみ 資源化委託 破砕・選別→焼却・資源化・埋立

古紙類・紙類 資源化委託 保管→資源化

空き缶・空きビン 資源化委託 保管→資源化

 プラスチック製容器包装 岬町リサイクルセンター 選別・圧縮→資源化

ペットボトル 岬町リサイクルセンター 選別・圧縮→資源化
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２．循環型社会形成推進のための現状と目標 

(１)一般廃棄物等の処理の現状 

令和 3年度の一般廃棄物の排出・処理状況は図１に示すとおりである。なお、本地

域の焼却施設では、余熱利用を行っていない。 

 

図１ 一般廃棄物（ごみ）の排出・処理状況フロー（令和 3 年度） 
※ 端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

 

(２)生活排水処理の現状 

令和 3年度の生活排水の処理状況及びし尿・汚泥等の排出量は、以下のとおりであ

る。 

 
 

図２ 生活排水の処理状況フロー（令和 3年度） 
※ 汚水衛生処理人口：汚水処理施設に接続されている人口 

※ 端数処理により割合・合計が合わないことがある。 

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

301ｔ 0ｔ

(5.1%) 処理残さ量 (0.0%)

524ｔ

排出量 計画処理量 中間処理量 (8.8%) 処理後最終処分量

5,956ｔ 5,655ｔ 524ｔ

(100.0%) (94.9%) 減量化量 (8.8%)

5,131ｔ

自家処理量 直接最終処分量 (86.1%) 最終処分量

0ｔ 524ｔ

(0.0%) (8.8%)

31ｔ 332ｔ

5,956ｔ

0ｔ

浄化槽汚泥発生量

し尿発生量

総人口 合併処理浄化槽等

14,880人 (100.0%) 1,135人 (7.6%)

自家処理人口

0人 (0.00%)

公共下水道

9,597人 (64.5%)

非水洗化人口

3,817人 (25.6%)

3,994人 (26.8%) 177人 (1.2%)

未処理人口 単独処理浄化槽

汚水衛生処理人口 集落排水施設等

10,886人 (73.2%) 154人 (1.0%)

6,881 kl/年

713 kl/年
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(３)一般廃棄物等の処理の目標 

本計画の計画期間中においては、廃棄物の減量化を含め循環型社会の実現を目指し、

表２のとおり目標量について定め、それぞれの施策に取り組んでいくものとする。 

対象地域については添付資料１、現状と将来のトレンドグラフについては添付資料３

参照。 

 

表２ 減量化、再生利用に関する現状と目標 

  

  
※1 割合については、排出量が現状(令和 3 年度)に対する割合、総資源化量が総排出量（排出量＋集団回収量）に対す

る割合、その他が排出量に対する割合とする。 

※2 (1 事業所当たりの排出量)＝｛(事業系ごみの総排出量)－(事業系ごみの資源回収量)｝÷(事業所数) 

   ・事業所数は過去の実績に基づく推計より算出した。 

※3 (1 人当たりの排出量)＝｛(生活系ごみの総排出量)－(生活系ごみの資源回収量)｝÷(人口) 

 

《指標の定義》 

排 出 量：事業系ごみ、生活系ごみを問わず、出されたごみの量（集団回収されたごみを除く）[単位:トン] 

総資源化量：集団回収量、直接資源化量、中間処理後の再生利用量の和[単位:トン] 

エネルギー回収量：エネルギー回収施設において発電された年間の発電電力量[単位:MWh]及び熱利用量［単位：GJ］ 

最終処分量：埋立処分された量[単位:トン] 

 

 

図３ 目標達成時の一般廃棄物（ごみ）の排出・処理状況フロー（令和 10 年度） 

（R3／R10）

排 出 量 事 業 系 　総排出量 1,149 ﾄﾝ 681 ﾄﾝ (-40.7%)

　1事業所当たりの排出量※2 2.54 ﾄﾝ/事業所 1.51 ﾄﾝ/事業所 (-40.6%)

生 活 系 　総排出量 4,807 ﾄﾝ 3,713 ﾄﾝ (-22.8%)

　1人当たりの排出量※3 298.81 kg/人 239.30 kg/人 (-19.9%)

合 計 　事業系生活系排出量合計 5,956 ﾄﾝ 4,394 ﾄﾝ (-26.2%)

集団回収 　集団回収ごみ量 31 ﾄﾝ 22 ﾄﾝ (-29.0%)

総 合 計 　事業系生活系集団回収排出量合計 5,987 ﾄﾝ 4,416 ﾄﾝ (-26.2%)

再生利用量 直接資源化量 301 ﾄﾝ (5.1%) 475 ﾄﾝ (10.8%)

総資源化量（集団回収含む） 332 ﾄﾝ (5.5%) 497 ﾄﾝ (11.3%)

エ ネ ル ギ ー エネルギー回収量 0 MWh 0 MWh

回 収 量 （年間の発電電力量及び熱利用量） 12,227 GJ 12,343 GJ

最終処分量 埋立最終処分量 524 ﾄﾝ (8.8%) 400 ﾄﾝ (9.1%)

指標＼年度
現状（割合※1）

令和10年度

目標（割合※1）

令和3年度

集団回収量 総資源化量

直接資源化量 処理後再生利用量

475ｔ 0ｔ

(10.8%) 処理残さ量 (0.0%)

400ｔ

排出量 計画処理量 中間処理量 (9.1%) 処理後最終処分量

4,394ｔ 3,919ｔ 400ｔ

(100.0%) (89.2%) 減量化量 (9.1%)

3,519ｔ

自家処理量 直接最終処分量 (80.1%) 最終処分量

0ｔ 400ｔ

(0.0%) (9.1%)

497ｔ

4,394ｔ

0ｔ

22ｔ
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(４)生活排水処理の目標 

生活排水処理については、表３に掲げる目標のとおり、合併処理浄化槽の整備を進め

ていくものとする。 

 
表３ 生活排水処理に関する現状と目標 

 

 
図４ 生活排水の処理状況フロー（令和 10年度） 

 

３．施策の内容 

(１)発生抑制、再使用の推進 

ア．有料化 

本地域における有料化に関しては、表４に示すとおりである。生活系可燃ごみにつ

いては、有料化は実施しておらず、今後も現行通りとする。 

 

表４ 本地域における有料化の施策一覧 

 

 

  

公共下水道　 9,597 人 (64.5%) 9,900 人 (74.2%)

集落排水施設等 154 人 (1.0%) 134 人 (1.0%)

合併処理浄化槽等 1,135 人 (7.6%) 1,180 人 (8.8%)

未処理人口 3,994 人 (26.8%) 2,138 人 (16.0%)

14,880 人 13,352 人

汲み取りし尿量 6,881 kℓ 3,717 kℓ

浄化槽汚泥量 713 kℓ 676 kℓ

7,594 kℓ 4,393 kℓ

現状

令和3年度 令和10年度

目標

し尿・汚泥
の量

合計

合計

処理形態
別人口

指標＼年度

浄化槽汚泥発生量

し尿発生量

自家処理人口

0人 (0.00%)

公共下水道

集落排水施設等

合併処理浄化槽等

単独処理浄化槽

非水洗化人口

(8.8%)

(0.6%)

9,900人 (74.2%)

(1.0%)

総人口

汚水衛生処理人口

13,352人 676 kl/年

11,214人 134人

1,180人

未処理人口

2,138人 76人

2,062人 (15.4%) 3,717 kl/年

(100.0%)

(84.0%)

(16.0%)

区分 ごみ種類等 現状

粗大・不燃ごみ
45L袋1個または3辺合計3ｍ以内：500円分
3辺合計3ｍ以上：1,000円分

臨時ごみ 品目により3,000円～9,000円

直接持ち込み 持込手数料を徴収（10kgごとに90円）

事業系ごみ 可燃ごみ 処理手数料を徴収（10kgごとに100円）

生活系ごみ



5 

イ．環境教育、普及啓発、助成 

毎年、ごみ減量化に向けた情報発信を行うとともに、情報を発信するだけでの一方

通行ではなく情報の共有化が図れる方法を検討する。 

また、広報紙等各種媒体を通して、ごみの排出抑制、減量化、資源化及び住民、事

業者、行政の三者の役割など各種施策等を周知し、理解を得る。 

さらに、生ごみ処理機及び容器等の普及を推進するため、助成制度の充実を図る。 

 

ウ．マイバッグ運動・レジ袋対策 

マイバック運動や過剰包装・レジ袋対策を推進し、ごみとなるものを減らす排出前

減量化を推進する。 

 

エ．生活排水対策 

住民・事業者に対して浄化槽の保守点検や定期清掃等による適正管理を呼びかけ

るとともに、家庭での廃食用油など汚濁源対策や工場排水の適正処理による河川水

質汚濁の防止を図る。 

 

(２)処理体制 

ア．生活系ごみの処理体制の現状と今後 

現状・将来の分別区分及び処理方法は、添付資料６及び７に示すとおりである。 

また、岬町美化センター（焼却施設）の基幹的改良事業を実施することにより、施

設の長寿命化と二酸化炭素排出量の削減を進めていく。 

 

イ．事業系一般廃棄物の処理体制の現状と今後 

今後も生活系ごみの分別区分に準じ、処理・処分を行う。なお、事業系一般廃棄物

を減量するため、引き続き分別指導を行うものとする。 

 

ウ．一般廃棄物処理施設であわせて処理する産業廃棄物の現状と今後 

現状は産業廃棄物の処理を行っておらず、今後も行わないものとする。 

 

エ．生活排水処理の現状と今後 

生活排水の処理については、引き続き、下水道や漁業集落排水処理施設が整備され

ていない人口散在地域等で合併処理浄化槽の整備を進めていく。 
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(３)処理施設等の整備 

ア．廃棄物処理施設 

上記（２）の分別区分及び処理体制で処理を行うため、表５のとおり必要な施設整

備を行う。 

 

表５ 整備する処理施設 

 
【注意点】 
・事業名は交付要綱別表 1と合わせること。 
・地域計画期間外の将来的な事業を記載する場合は、整備施設種類の名称の最後に（予定）と記載し、事業期間を括弧書きで

記載すること。（基本的に将来的な事業の記載は不要である。） 
・「国土強靱化」欄には、当該事業が記載されている国土強靱化地域計画を 全て記載すること。記載が無い場合は空欄とはせ

ず、「－」とすること 。 

   

（整備理由） 

・事業番号１ 施設の長寿命化、二酸化炭素排出量の削減 

 

イ．合併処理浄化槽の整備 

合併処理浄化槽の整備については、表６及び表７のとおり行う。 

 

表６ 合併処理浄化槽の整備計画 

 

 

 (４)施設整備に関する計画支援事業 

（３）の施設整備に先立ち、表７のとおり計画支援事業を行う。 

 

表７ 実施する計画支援事業 

  

 

(５)災害廃棄物処理計画策定支援事業 

（３）の施設整備に先立ち、表８のとおり災害廃棄物処理計画策定支援事業を行う。 

 

表８ 実施する災害廃棄物処理計画策定支援事業 

 
  

事業番号 整備施設種類 事業名 処理能力 設置予定地 事業期間 国土強靭化

1 ごみ焼却施設
岬町美化センター基
幹的設備改良事業

50ｔ/日
岬町多奈川谷川

1004
R6～R8 ー

事業番号 事業
直近の整備
済み基数

(R3)

整備計画
基数

整備計画
人口

事業期間 国土強靭化

2 浄化槽設置整備事業 280 25 73 R5～R9 ー

事業番号 事業名 事業内容 事業期間

1
岬町美化センター基幹的設備改良事業（事業番
号1）に係る発注支援事業

発注支援事業 R5

事業番号 事業名 事業内容 事業期間

1
岬町美化センター基幹的設備改良事業（事業番
号1）に係る調査事業

災害廃棄物処理
計画策定支援事業

R5
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(５)その他の施策 

その他、地域の循環型社会の形成及び廃棄物の適正処理を推進するため、次の施策を

実施していく。 

 

ア．再生利用品の需要拡大事業 

容器包装廃棄物等の資源化ルートを確保し、再商品化製品等の需要が拡大するよう

に、住民（消費者）においてはリサイクル品を積極的に利用し、事業者においては製

造、流通、販売過程ですぐにごみとなり資源化しにくいものは使わない・作らない・

売らないといった資源の有効利用と環境を考慮した事業活動を展開するよう、普及啓

発を行う。 

 

イ．廃家電・使用済み小型家電のリサイクルの普及・啓発 

廃家電・使用済み小型家電のリサイクルについては、家電リサイクル法及び小型家

電リサイクル法に基づく適切な回収、再商品化がなされるよう、使用済の小型家電機

器を回収し、資源化する体制を早期に構築するとともに、普及啓発を行う。 

 

ウ．不法投棄対策 

大阪府及び泉南警察署との協力関係を強化して不法投棄パトロール及び監視活動

を実施し、住民及び事業者と連携しながら不法投棄の防止に努める。また、不法投棄

防止キャンペーン等啓発活動を充実する。 

 

エ．災害時の廃棄物処理に関する事項 

大規模災害発生時においても円滑に廃棄物の処理を実施できる体制の整備計画等

を検討し、環境保全と安全・安心の取組みを強化する。災害廃棄物の中間処理及び最

終処分に関する具体的方法を検討し、災害廃棄物発生量の把握など必要なマニュアル

（災害廃棄物処理計画）を策定する。なお、仮置場の候補地に関しては、現在、調査・

選定中である。 

 

 

４．計画のフォローアップと事後評価 

(１)計画のフォローアップ 

本地域では、計画の進捗状況を毎年把握し、その結果を公表するとともに、必要に応

じて、大阪府及び国との意見交換をしつつ、計画の進捗状況を勘案し、計画の見直しを

行う。 

 

(２)事後評価及び計画の見直し 

計画期間終了後、処理状況の把握を行い、その結果が取りまとまった時点で、速や

かに計画の事後評価、目標達成状況の評価を行う。 

また、評価の結果を公表するとともに、評価結果を次期計画策定に反映させるもの

とする。なお、計画の進捗状況や社会経済情勢の変化等を踏まえ、必要に応じ計画を

見直すものとする。  
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  様
式

１
（

1
/
3
）

１
．

地
域

の
概

要

(1
)地

域
名

泉
南

郡
岬

町
(2

)地
域

内
人

口

(4
)構

成
市

町
村

等
名

(5
)地

域
の

要
件

※

(6
)構

成
市

町
村

に
一

部
事

務
組

合
等

が
含

ま
れ

る
場

合
、

　
  

当
該

組
合

の
状

況
 ①

組
合

を
構

成
す

る
市

町
村

：
 －

 ②
設

立
(予

定
)年

月
日

：
 －

③
設

立
さ

れ
て

い
な

い
場

合
、
今

後
の

見
通

し
：
設

立
予

定
な

し

※
 交

付
要

綱
で

定
め

る
交

付
対

象
と

な
る

要
件

の
う

ち
、

該
当

す
る

項
目

全
て

に
〇

を
つ

け
る

。

２
．

一
般

廃
棄

物
の

減
量

化
、

再
生

利
用

の
現

状
と

目
標

（
R
3
／

R
1
0
）

事
業

系
　
総

排
出

量
 (

ﾄﾝ
)

1
,2

0
8

1
,1

9
2

1
,1

5
7

1
,0

3
3

1
,1

4
9

6
8
1

(-
4
0
.7

%
)

　
1
事

業
所

当
た

り
の

排
出

量
 (

ﾄﾝ
/
事

業
所

)
2
.6

7
2
.6

3
2
.5

6
2
.2

8
2
.5

4
1
.5

1
(-

4
0
.6

%
)

生
活

系
　
総

排
出

量
 (

ﾄﾝ
)

4
,8

8
2

4
,8

2
6

4
,9

6
3

4
,9

2
7

4
,8

0
7

3
,7

1
3

(-
2
2
.8

%
)

　
1
人

当
た

り
の

排
出

量
 (

k
g
/
人

)
2
8
0
.4

7
2
8
3
.5

7
2
9
4
.7

4
3
0
1
.8

6
2
9
8
.8

1
2
3
9
.3

0
(-

1
9
.9

%
)

合
計

　
事

業
系

生
活

系
排

出
量

合
計

 (
ﾄﾝ

)
6
,0

9
0

6
,0

1
8

6
,1

2
0

5
,9

6
0

5
,9

5
6

4
,3

9
4

(-
2
6
.2

%
)

3
4
5

3
2
1

3
1
2

3
1
5

3
0
1

4
7
5

(5
.7

%
)

(5
.3

%
)

(5
.1

%
)

(5
.3

%
)

(5
.1

%
)

(1
0
.8

%
)

4
0
1

3
7
7

3
5
6

3
4
5

3
3
2

4
9
7

(6
.5

%
)

(6
.2

%
)

(5
.8

%
)

(5
.8

%
)

(5
.5

%
)

(1
1
.3

%
)

エ
ネ

ル
ギ

ー
エ

ネ
ル

ギ
ー

回
収

量
 (

年
間

の
発

電
電

力
量

 M
W

h)
0

0
0

0
0

0

回
収

量
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
　
  

(年
間

の
熱

利
用

量
 G

J
)

1
3
,4

3
4

1
1
,9

5
9

1
2
,2

2
7

1
3
,2

1
0

1
2
,3

8
1

1
2
,3

4
3

6
1
1

5
6
2

5
1
1

5
4
2

5
2
4

4
0
0

(1
0
.0

%
)

(9
.3

%
)

(8
.4

%
)

(9
.1

%
)

(8
.8

%
)

(9
.1

%
)

※
 指

標
と

人
口

等
の

要
因

に
関

す
る

ト
レ

ン
ド
グ

ラ
フ

を
〔
別

添
資

料
3
〕
に

添
付

し
た

。
（
総

資
源

化
量

及
び

総
資

源
化

率
に

は
集

団
回

収
量

が
含

ま
れ

て
い

る
。

）

※
「
 一

般
廃

棄
物

（
ご

み
・
生

活
排

水
）
処

理
基

本
計

画
（
第

2
次

）
」
に

準
じ

る

泉
南

郡
岬

町

過
去

の
状

況
・
現

状
（
排

出
量

に
対

す
る

割
合

）
指

標
・
単

位
＼

年
度

最
終

処
分

量

再
生

利
用

量

排
出

量

直
接

資
源

化
量

 (
ﾄﾝ

)

目
標

令
和

3
年

度
令

和
1
0
年

度

循
環
型
社
会
形
成
推
進
交
付
金
事
業
実
施
計
画
総
括
表
１

総
資

源
化

量
 (

ﾄﾝ
)

埋
立

最
終

処
分

量
 (

ﾄﾝ
)

4
9
.1

8
k
㎡

平
成

2
9
年

度
平

成
3
0
年

度
令

和
1
年

度
令

和
2
年

度

1
4
,8

3
6
人

（
R
4
.9

.1
現

在
）

(3
)地

域
面

積

人
口

　
　
面

積
　
　
沖

縄
　
　
離

島
　
　
奄

美
　
　
豪

雪
山

村
　
　
半

島
　
　
過

疎
　
　
そ

の
他
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 様
式

１
（

2
/
3
）

３
．

一
般

廃
棄

物
処

理
施

設
の

現
状

と
更

新
、

廃
止

、
新

設
の

予
定

(
1
)
現

有
施

設
リ

ス
ト

施
設

種
別

施
設

名
事

業
主

体
型

式
及

び
処

理
方

式
処

理
能

力
（
単

位
）

竣
工

年
月

廃
止

又
は

休
止

(予
定

)年
月

解
体

(予
定

)年
月

ご
み

焼
却

施
設

岬
町

美
化

セ
ン

タ
ー

岬
町

全
連

続
運

転
（
流

動
床

式
）

5
0
t/

日
S
6
1
.3

ー
ー

容
器

包
装

リ
サ

イ
ク

ル
推

進
施

設
岬

町
リ
サ

イ
ク

ル
セ

ン
タ

ー
岬

町
資

源
ご

み
の

選
別

, 
圧

縮
・
梱

包
0
.3

9
t/

日
H
2
2
.3

ー
ー

し
尿

処
理

施
設

岬
町

美
化

セ
ン

タ
ー

し
尿

処
理

施
設

岬
町

標
準

脱
窒

素
方

式
5
0
k
L
/
日

S
5
9
.3

ー
ー

(
2
)
更

新
(
改

良
)
・

新
設

施
設

リ
ス

ト

施
設

種
別

施
設

名
事

業
主

体
型

式
及

び
処

理
方

式
処

理
能

力
（
単

位
）

竣
工

予
定

年
月

日
更

新
(改

良
)・

新
設

理
由

廃
焼

却
施

設
の

解
体

の
有

無

（解
体

施
設

の
名

称
）

廃
焼

却
施

設
解

体
事

業

着
手

（
予

定
）
年

月

完
了

（
予

定
）
年

月

想
定

さ
れ

る

浸
水

深
と

対
策

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

再
商

品

化
を

実
施

す
る

た
め

の

施
設

整
備

事
業

備
考

ご
み

焼
却

施
設

岬
町

美
化

セ
ン

タ
ー

岬
町

全
連

続
運

転
（
流

動
床

式
）

5
0
t/

日
R
8
年

度
中

長
寿

命
化

,

C
O

2
削

減
無

ー
浸

水
深

0
m

浸
水

地
域

外
ー

ー

※
 対

象
地

域
と

施
設

の
状

況
（
現

状
、

予
定

）
を

地
図

上
に

示
し

た
も

の
を

〔
別

添
資

料
1〕

に
添

付
し

た
。

継
続

利
用

想
定

さ
れ

る
浸

水
深

と
対

策

浸
水

深
0
m

浸
水

地
域

外
で

あ
る

が
、

土
嚢

を
備

蓄
し

て
い

る

浸
水

深
0
m

浸
水

地
域

外
で

あ
る

が
、

土
嚢

を
備

蓄
し

て
い

る

循
環
型
社
会
形
成
推
進
交
付
金
事
業
実
施
計
画
総
括
表
１

浸
水

深
0
m

浸
水

地
域

外
で

あ
る

が
、

土
嚢

を
備

蓄
し

て
い

る

備
考

基
幹

的
改

良

継
続

利
用
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   様
式

１
（

3
/
3
）

４
．

生
活

排
水

処
理

の
現

状
と

目
標

（
R
3
／

R
1
0
）

総
人

口
（
年

度
末

人
口

）
1
6
,0

1
1

1
5
,8

0
1

1
5
,5

0
6

1
5
,1

6
7

1
4
,8

8
0

1
3
,3

5
2

(-
1
0
.3

%
)

汚
水

衛
生

処
理

人
口

 (
人

)
1
0
,0

5
0

1
0
,0

5
3

1
0
,1

0
8

9
,7

4
6

9
,5

9
7

9
,9

0
0

(3
.2

%
)

汚
水

処
理

人
口

普
及

率
 (

%
)

(6
2
.7

%
)

(6
3
.6

%
)

(6
5
.1

%
)

(6
4
.3

%
)

(6
4
.5

%
)

(7
4
.2

%
)

(1
5
.0

%
)

汚
水

衛
生

処
理

人
口

 (
人

)
1
5
5

1
5
5

1
5
1

1
4
8

1
5
4

1
3
4

(-
1
3
.0

%
)

汚
水

処
理

人
口

普
及

率
 (

%
)

(1
.0

%
)

(1
.0

%
)

(1
.0

%
)

(1
.0

%
)

(1
.0

%
)

(1
.0

%
)

(0
.0

%
)

汚
水

衛
生

処
理

人
口

 (
人

)
1
,2

8
1

1
,1

7
3

1
,1

5
0

1
,1

6
1

1
,1

3
5

1
,1

8
0

(4
.0

%
)

汚
水

処
理

人
口

普
及

率
 (

%
)

(8
.0

%
)

(7
.5

%
)

(7
.4

%
)

(7
.7

%
)

(7
.6

%
)

(8
.8

%
)

(1
5
.8

%
)

未
処

理
人

口
汚

水
衛

生
未

処
理

人
口

 (
人

)
4
,5

2
5

4
,4

2
0

4
,0

9
7

4
,1

1
2

3
,9

9
4

2
,1

3
8

(-
4
6
.5

%
)

※
 指

標
と

人
口

等
の

要
因

に
関

す
る

ト
レ

ン
ド
グ

ラ
フ

を
〔
別

添
資

料
3
〕
に

添
付

し
た

。

５
．

浄
化

槽
の

整
備

の
状

況
と

更
新

、
廃

止
、

新
設

の
予

定

基
数

処
理

人
口

開
始

年
月

基
数

処
理

人
口

目
標

年
次

岬
町

2
8
0
 基

5
4
6
 人

平
成

6
年

4
月

2
5
 基

7
3
 人

令
和

1
0
年

度

公
共

下
水

道

集
落

排
水

施
設

等

合
併

処
理

浄
化

槽
等

目
標

平
成

2
9
年

度
平

成
3
0
年

度

循
環
型
社
会
形
成
推
進
交
付
金
事
業
実
施
計
画
総
括
表
１

整
備

予
定

基
数

の
内

容

浄
化

槽
設

置
整

備
事

業
令

和
5
年

度
～

令
和

9
年

度
分

備
考

施
設

種
別

事
業

主
体

現
有

施
設

の
内

容
（
令

和
3
年

度
末

時
点

）

令
和

1
年

度
令

和
2
年

度
令

和
3
年

度
令

和
1
0
年

度

過
去

の
状

況
・
現

状
指

標
・
単

位
＼

年
度
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  様
式

２

事
業

名
称

単
位

開
始

終
了

R
5

R
6

R
7

R
8

R
9

R
5

R
6

R
7

R
8

R
9

3
,0

0
0
,0

0
0

0
0

1
,0

5
0
,0

0
0

1
,9

5
0
,0

0
0

0
1
,8

0
6
,0

0
0

0
0

8
8
2
,0

0
0

9
2
4
,0

0
0

0

1
岬

町
5
0

ｔ/
日

R
6

R
8

〇
3
,0

0
0
,0

0
0

0
1
,0

5
0
,0

0
0

1
,9

5
0
,0

0
0

1
,8

0
6
,0

0
0

0
8
8
2
,0

0
0

9
2
4
,0

0
0

9
,5

3
0

1
,9

0
6

1
,9

0
6

1
,9

0
6

1
,9

0
6

1
,9

0
6

9
,5

3
0

1
,9

0
6

1
,9

0
6

1
,9

0
6

1
,9

0
6

1
,9

0
6

2
岬

町
2
5

基
R
5

R
9

ー
9
,5

3
0

1
,9

0
6

1
,9

0
6

1
,9

0
6

1
,9

0
6

1
,9

0
6

9
,5

3
0

1
,9

0
6

1
,9

0
6

1
,9

0
6

1
,9

0
6

1
,9

0
6

7
,9

2
0

7
,9

2
0

0
0

0
0

7
,9

2
0

7
,9

2
0

0
0

0
0

1
岬

町
ー

ー
R
5

R
5

ー
7
,9

2
0

7
,9

2
0

7
,9

2
0

7
,9

2
0

2
,5

9
6

2
,5

9
6

0
0

0
0

2
,5

9
6

2
,5

9
6

0
0

0
0

1
岬

町
ー

ー
R
5

R
5

ー
2
,5

9
6

2
,5

9
6

2
,5

9
6

2
,5

9
6

3
,0

2
0
,0

4
6

1
2
,4

2
2

1
,9

0
6

1
,0

5
1
,9

0
6

1
,9

5
1
,9

0
6

1
,9

0
6

1
,8

2
6
,0

4
6

1
2
,4

2
2

1
,9

0
6

8
8
3
,9

0
6

9
2
5
,9

0
6

1
,9

0
6

※
2
　

実
施

し
な

い
事

業
の

欄
は

削
除

し
て

構
わ

な
い

。

※
3
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受
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。
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4
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を
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を
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を
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す
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※
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を
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実
施
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す
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す
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す
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２

規
模

事
業

期
間

※
5

総
事

業
費

 (
千

円
)

交
付
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【参考資料様式２】

都道府県名： 大阪府

(1) 事業主体名 岬町

(2) 施設名称 岬町美化センター（エネルギー回収型廃棄物処理施設）

(3) 工期※1

(4) 施設規模 （ 炉 ）

(5) 形式及び処理方式 流動床式

１．発電の有無 有 （ 発電効率 ％ ） ・ 無

２．熱回収の有無 有 （ 熱利用率 ％ ） ・ 無

(7)
地域計画内の役割
※2

有 ・ 無

「ごみ燃料化施設」を整備する場合

(9) 燃料の利用計画

「メタンガス化施設」を整備する場合

(10) バイオガス熱利用率 kWh/ごみt

(11)
バイオガスの利用計
画

千円

うち、交付対象事業費 千円

1

施設概要（エネルギー回収施設系）

令和 6 年度 ～ 令和 8 年度

処理能力 50 ｔ／日 50 ｔ／日　×

※1　事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、金額を括
弧書きすること。
※2　基幹的設備改良事業を実施する場合は、二酸化炭素の削減率を記載すること。また、二酸化炭素排出抑制
対策事業費等補助金を活用する場合は、廃棄物処理施設で生じた熱や発電した電力を地域でどう利活用するか
についても記載すること。

(6) 余熱利用の計画

2

(8)
廃焼却施設解体工
事の有無

基幹的設備改良事業による施設の長寿命化及び二酸化炭素排出量の削減
二酸化炭素削減率　3％

(12) 総事業計画額※1

3,000,000

1,806,000
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【参考資料様式７】

都道府県名： 大阪府

(1) 岬町

(2) 浄化槽設置整備事業

(3)

(4)

(5)

交付金対象事業費 千円

　うち（以下の事業を実施する場合）

千円

・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費 千円

※1 生活排水処理基本計画をもって地域計画に代える場合に括弧書きで記載。

○事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模

【浄化槽設置整備事業の場合】

（　 人分）

10 基（ 人分） 千円 千円 千円

15 基（ 人分） 千円 千円 千円

基（ 人分） 千円 千円 千円

基（ 人分） 千円 千円 千円

基（ 人分） 千円 千円 千円

基（ 人分） 千円 千円 千円

基（ 人分） 千円 千円 千円

基

基

基

基

基

25 基（ 人分） 千円 千円 千円

※2 基数の合計には、宅内配管費、撤去費、改築費を除く。

73 9,530 9,5309,530

効果的な転換促進及び管理適正化推進費

31～50人槽

51人槽以上

台帳作成費

浄化槽整備
効率化事業費

計画策定等調査費

雨水貯留槽
等再利用

合計※2

宅内配管費

撤去費

改築費
（災害）
改築費

（長寿命化）

8～10人槽

11～20人槽

21～30人槽

6～7人槽 50 6,210 6,210

年度 ～ 令和 9

6,210

交付対象事業費

年度

過疎、その他

・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費

区分
交付対象基数

73

3,3203,3203,3205人槽 23

基準額
対象経費

支出予定額

(6)

施設概要（浄化槽系）

9,530

事業主体名

事業名称

事業の実施目的及び内容

事業期間（生活排水処理基本
計画期間）※1

事業対象地域の要件

事業計画額

下水道計画区域外において、生活排水の適正な処理を推進し、環境保全を目的として浄化
槽の設置推進を目的とする。

令和 5



14 

 
 

  

【参考資料様式８】

都道府県名： 大阪府

(1) 事業主体名 岬町

(2) 事業目的

(3) 事業名称

年度 年度

・発注支援 ・災害廃棄物処理

　（発注仕様書作成等） 　計画策定支援

千円 千円

うち、交付対象事業費 うち、交付対象事業費

千円 千円

5事業期間※1

2,596

(6) 総事業計画額※1

(4)

(5) 事業概要

5

7,920

※1　事業が複数の地域計画にまたがる場合、本地域計画期間内の工期、金額を記載し、全体の工期、金額を括
弧書きすること。

計画支援概要

7,920 2,596

岬町美化センター基幹的設備改良事業（事業番号1）実施のため

発注支援事業

令和

調査事業

令和
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●添付資料１ 
 

【対象地域図】 

 
［画像］帝国書院「都道府県のすがた」に加筆 

 

【施設の状況（現状、予定）】 

  
［画像］Google map に加筆 
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●添付資料２ 浄化槽関連区域図 
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●添付資料３ ごみ排出・処理状況のトレンドグラフ（現状と目標） 
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●添付資料４ 生活排水処理状況のトレンドグラフ（現状と目標） 
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●添付資料５ 現有施設の概要 
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の
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。
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●添付資料６ ごみの分別区分 
 

 
  

内容

生ごみ,紙おむつ,食用油,ゴム・革類,落ち葉・草・小枝,プラスチック製品類（容器
包装以外）,CD・カセットテープビデオテープなど,繊維類,紙くず類・ボールペン・ス
ポンジ類,プラごみ以外のラップやビニール,汚れの落ちない油容器やレトルト袋な
どのプラごみ,保冷剤・乾燥剤・使い捨てカイロ,加工紙

蛍光灯,電球,グローランプ,金属製食器スプーン・フォーク・お皿,なべ,やかん,フライ
パン,金属製ハンガー,傘,はさみ,包丁,せともの,ガラス製品ガラスコップ・皿・花びん,
割れたガラス,乾電池（充電式、ボタン型電池を除く）

45Lのごみ袋に入らないもの

古紙類・紙類 新聞,ダンボール,雑誌,紙パック,古着

ジュースやビール,缶詰,ミルク・お菓子・蚊取り線香等の缶
（一斗缶（18L缶）より小さいもの）

飲み物・食べ物のびん,家庭常備薬のびん,コーヒー調味料のびん,のり・梅酒のび
ん,栄養ドリンクのびん

プラスチック製
容器包装

商品が入っていた容器、商品を包んでいた包装でプラスチック製のもの
トレイ・容器類,カップ類,袋類,フタ・キャップ類,ボトル容器類

ペットボトル PETマークがあるもの（ジュース、お酒、調味料などのボトル）

可燃ごみ

ごみの種類

空き缶・空きビン
資
源
ご
み

小型不燃ごみ

粗大・不燃ごみ
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●添付資料７ 生活系ごみにおける分別区分と処理方法（現状と目標） 
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燃
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1
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・
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※
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き
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き

缶
・
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2
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8
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ボ
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1
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ボ
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5

※
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燃
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年

度
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ﾝ
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績
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ﾝ
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選
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源
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源
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燃
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源

化
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管
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縮
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選
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資
源
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託

資
源
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委
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容

器
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装
リ
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ク

ル
推

進
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源
化
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容

器
包

装
リ
サ

イ
ク

ル
推

進
施

設
）
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●添付資料８ 廃棄物処理施設が所在する地域のハザードマップ 

 

 
 

 

 


